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凡  例 

 

1. 比率(%)は、原則として小数点以下第 3位又は第 2位を切り捨てて表示した。 

2. 各表中の「0.0」は、該当数値が「0.05」未満のものである。 

3. 各表中の「―」は、該当数値のないものである。 
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郡上市財政健全化判断比率審査意見書 

 

 

１ 審査の種類 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項による健全化判断比率審査 

 

２ 審査の対象 

  令和６年度郡上市一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算に基づく実質赤字比

率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率(以下「健全化判断比率」と

いう。) 並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を対象に審査を実施した。 

 

３ 審査の着眼点 

  市長から審査に付された令和６年度決算における健全化判断比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類について、法令等に照らして健全化判断比率の算定過程

に誤りはないか、法令等に基づく適切な算定要素が用いられているか、算定の基礎と

なる事項を記載した書類が適正に作成されているか、客観的事実に基づき健全化判断

比率の算定が公正な判断により行われているかを主な着眼点として実施した。 

 

４ 審査の実施場所及び日程 

   実施場所 郡上市役所本庁舎４階委員会室 

   実施日程 令和７年８月８日 

 

５ 審査の結果及び意見 

  市長から審査に付された財政健全化判断比率は正確に算定されており、その算定の

基礎となる事項を記載した書類についても適正に作成されていることを認めた。 

実質赤字比率と連結実質赤字比率については、実質収支が黒字のため数値として表れ

ていないので良好な状態である。 

実質公債費比率は、地方債の新規借入額の抑制及び定期償還により地方債残高は減少

しているが、令和６年度決算においては償還据置期間の見直しにより元利償還金の額が

前年度とほぼ同額となったため、３か年平均で前年度から 0.3 ポイント増の 11.4％と

なっている。 

将来負担比率は、地方債現在高の減少や公営企業債等繰入見込み額の減少等により、

前年度に比べて 10.1ポイント改善され 58.2％となっている。 

今後も引き続き財政健全化に向けて、地方債の新規借入額の抑制や交付税算入率の高

い地方債の活用など市債残高の着実な縮減などに取り組み、健全な財政運営に努めてい

ただきたい。 
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区 分 令和６年度 令和５年度 増 減 早期健全化基準 

実 質 赤 字 比 率 － － －   １２．５７％ 

連結実質赤字比率 － － －   １７．５７％ 

実質公債費比率 １１．４％ １１．１％ ＋０.３   ２５．０ ％ 

将 来 負 担 比 率 ５８．２％ ６８．３％ △１０.１ ３５０．０ ％ 

※比率は別紙付表により算出した数値であり、比率として表れないものは「－」と記載

した。 
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郡上市資金不足比率審査意見書 

 

 

１ 審査の種類 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項による資金不足比率審査 

 

２ 審査の対象 

  令和６年度郡上市水道事業会計、郡上市下水道事業会計、郡上市病院事業会計、郡

上市工業団地事業特別会計及び郡上市小水力発電事業特別会計の決算に基づく資金不

足比率(以下「郡上市水道事業会計決算等に基づく資金不足比率」という。) と、そ

の算定の基礎となる事項を記載した書類を対象に審査を実施した。 

 

３ 審査の着眼点 

  市長から審査に付された郡上市水道事業会計決算等に基づく資金不足比率及びその

算定の基礎となる事項を記載した書類について、法令等に照らして資金不足比率の算

定過程に誤りはないか、法令等に基づく適切な算定要素が用いられているか、算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか、客観的事実に基づき資金

不足比率の算定が公正な判断により行われているかを主な着眼点として実施した。 

 

４ 審査の実施場所及び日程 

   実施場所 郡上市役所本庁舎４階委員会室 

   実施日程 令和７年８月８日 

 

５ 審査の結果及び意見 

  市長から審査に付された郡上市水道事業会計決算等に基づく資金不足比率は正確に

算定されており、その算定の基礎となる事項を記載した書類についても適正に作成さ

れていることを認めた。 

水道事業会計、下水道事業会計、工業団地事業特別会計、小水力発電事業特別会計に

おいては、資金不足比率は算出されなかったため数値として表れておらず、事業経営の

健全性は保たれていると判断できる。 

一方、病院事業会計においては、資金不足額が財政健全化法の解消可能資金不足額を

上回ったことにより、法に基づく算定が開始されて以降、初めて 4.0％の資金不足比率

が生じる結果となった。コロナ禍以降、医業収支の悪化等により慢性的な資金不足が生

じていることから、抜本的な経営改善に取り組み、経営の健全化に努めていただきたい。 
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区 分 令和６年度 令和５年度 増減 経営健全化基準 

水道事業会計 － － － 

２０．０％ 

下水道事業会計 － － － 

病院事業会計 ４．０％ － － 

工業団地事業特別会計 － － － 

小水力発電事業特別会計 － － － 

※比率は別紙付表により算出した数値であり、比率として表れないものは「－」と記載

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 
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[付表]

- （早期健全化基準：12.57％、財政再生基準：20.00％）

（参考：△5.94％）

※令和6年度決算　財政健全化判断比率審査調書　より

（計算式）

（単位：千円）

 

【一般会計等の実質赤字額 （A）】 （単位：千円）

繰越明許費 事故繰越

繰越財源額 繰越額

32,346,870 31,149,358 112,722 6,643 1,078,147

27,872 13,956 0 0 13,916

876 876 0 0 0

32,375,618 31,164,190 112,722 6,643 1,092,063

実質赤字額 △ 1,092,063

【標準財政規模（B）】 （単位：千円）

金　　額

標準税収入額等 6,797,214

普通交付税額 11,522,883

臨時財政対策債発行可能額 41,949

18,362,046

実質赤字比率

実質赤字比率　＝
一般会計等の実質赤字額（A)

標準財政規模（B)

　　　　　　　　　　＝
△ 1,092,063

一般会計

青少年育英奨学資金貸付特別会計

鉄道経営対策事業基金特別会計

合　　　計

項　　　目

18,362,046

会　計　名 歳　入　額 歳　出　額 実質収支額

合　　　計
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- （早期健全化基準：17.57％、財政再生基準：30.00％）

（参考：△16.76％）

（計算式）

（単位：千円）

【一般会計及び公営企業会計以外の特別会計の実質赤字額（A）】 （単位：千円）

繰越明許費 事故繰越

繰越財源額 繰越額

32,346,870 31,149,358 112,722 6,643 1,078,147

27,872 13,956 0 0 13,916

876 876 0 0 0

4,666,591 4,595,523 0 0 71,068

343,887 324,048 0 0 19,839

4,857,629 4,673,779 0 0 183,850

756,942 742,249 0 0 14,693

818,482 781,009 0 0 37,473

5,059 3,066 0 0 1,993

43,824,208 42,283,864 112,722 6,643 1,420,979

実質赤字額 △ 1,420,979

【公営企業会計（法適用企業）の資金不足額（B）】 （単位：千円）

1,513,876

275,842

△ 132,753

1,656,965

※病院事業会計は資金不足解消可能額があるため、健全化判断比率上の資金不足額は

　　解消可能資金不足額を控除した額となる（資金不足比率を参照） 資金不足額 △ 1,656,965

【公営企業会計（法非適用企業）の資金不足額（C）】 （単位：千円）

繰越明許費

繰越財源額

52,489 52,489 0 0

58,017 58,017 0 0

110,506 110,506 0 0 0

資金不足額 0

実質収支額

一般会計

連結実質赤字比率

連結実質赤字比率　＝
連結実質赤字額（A)＋（B)＋（C)

標準財政規模（D)

　　　　　　　　　　＝
△ 3,077,944

18,362,046

青少年育英奨学資金貸付特別会計

鉄道経営対策事業基金特別会計

国民健康保険特別会計

国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）

介護保険特別会計

会　計　名 歳　入　額 歳　出　額

流動負債等＋建設改良費等以外の
経費の地方債現在高

資金不足・剰余額

水道事業会計 1,834,146 320,270

下水道事業会計 593,762 317,920

後期高齢者医療特別会計

介護サービス事業特別会計

駐車場事業特別会計

合　　　計

会　計　名 流動資産等

合　　　計 2,973,912 2,666,607

会　計　名 歳　入　額 歳　出　額 未収入特定財源

病院事業会計 546,004 2,028,417

資金不足・剰余額

小水力発電事業特別会計

工業団地事業特別会計

合　　　計
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【標準財政規模（D）】 （単位：千円）

標準税収入額等

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額

項　　　目 金　　　額

6,797,214

11,522,883

41,949

合　　　計 18,362,046
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11.4 （早期健全化基準：25.0％、財政再生基準：35.0％）

実質公債費比率＝（11.10576+11.36033+11.74685）÷３

（３ヶ年平均）

（計算式）

【単年度の実質公債費比率】 令和4年度 令和5年度 令和6年度

11.10576% 11.36033% 11.74685%

令和4年度

（単年度）

 

【地方債の元利償還金・準元利償還金等（A）】 （単位：千円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度

3,598,839 3,544,634 3,546,697

満期一括償還地方債１年当たりの元金償還金相当額 0 0 0

1,839,036 1,786,992 1,711,181

1,560 1,560 1,560

929 1,676 0

5,440,364 5,334,862 5,259,438

【算入公債費等の額（B）】 （単位：千円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度

3,830,018 3,682,708 3,477,849

特定財源の額 43,124 36,107 33,165

3,873,142 3,718,815 3,511,014

【標準財政規模（C）】 （単位：千円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度

6,656,893 6,779,170 6,797,214

11,098,814 11,041,569 11,522,883

186,106 87,327 41,949

17,941,813 17,908,066 18,362,046

令和5年度
1,616,047

14,225,358

令和6年度
1,748,424

14,884,197

実質公債費比率

実質公債費比率　＝
地方債の元利償還金・準元利償還金等（A)－算入公債費等の額（B)

標準財政規模（C）－基準財政需要額算入額

実質公債費比率　＝
1,567,222

14,111,795

項　　　目

基準財政需要額算入額

合　　　　計

項　　　目

標準税収入額等

普通交付税額

項　　　目

元利償還金の額（繰上償還額等を除く）

公営企業に要する経費の地方債の償還財源繰入金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

一時借入金の利子

合　　　　計

臨時財政対策債発行可能額

合　　　　計
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58.2% （早期健全化基準：350.0％）

（計算式）

（単位：千円）

【将来負担額（A）】 （単位：千円）

【充当可能財源等（B）】 （単位：千円）

リ

ル

【標準財政規模（C）】 （単位：千円）

標準財政規模

【算入公債費等の額（D）】 （単位：千円）

基準財政需要額算入額

　　　　　　　　　　＝
8,667,445

14,884,197

項目 金　　額

イ 一般会計等の当該年度末における地方債現在高 26,491,533

将来負担比率

将来負担比率　＝
将来負担額（A)－充当可能財源等（B)

標準財政規模（C）－算入公債費等の額（D)

ニ
当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負
担等見込額

0

ホ 退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額 1,177,646

ロ
債務負担行為に基づく支出予定額
（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）

4,680

ハ
一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担
等見込額

15,209,991

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 0

合　　　　計 42,883,850

項目 金　　額

ヘ
地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負
担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案
した一般会計等の負担見込額

0

ト 連結実質赤字額 0

地方債の償還等に係る基準財政需要額算入見込額 27,878,894

合　　　　計 34,216,405

項目 金　　額

地方債の償還額等に充当可能な基金 6,245,421

ヌ 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入見込額 92,090

18,362,046

項目 金　　額

3,477,849
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比　　率 （参考）（経営健全化基準：20％）

- (△ 297.4%)

- (△ 44.4%)

4.0% (4.0%)

- (0.0%)

- (0.0%)

（計算式）

※（A)が正の値かつ（A)－（B)が負の値となる場合は（A)－（B)＝０とする

[法適用企業：水道事業会計、下水道事業会計、病院事業会計]

資金の不足額（A)　＝ 　流動負債の一部＋建設改良費等以外の経費の地方債現在高－流動資産の一部

解消可能資金不足額（B)　＝ 　累積償還・償却差額算定方式による算定額＋建設改良費等以外の経費の地方債現在高

事業の規模（C)　＝ 　営業収益の額－受託工事収益の額

[法非適用企業：小水力発電事業特別会計]

資金の不足額（A)　＝ 　歳出額＋建設改良費等以外の経費の地方債現在高－歳入額－翌年度に繰り越すべき財源

解消可能資金不足額（B)　＝ 　累積償還・償却差額算定方式による算定額＋建設改良費等以外の経費の地方債現在高

事業の規模（C)　＝ 　営業収益相当収入額－受託工事収益相当収入額

[法非適用企業：工業団地事業特別会計]

資金の不足額（A)　＝ 　歳出額＋建設改良費等以外の経費の地方債現在高－歳入額－土地収入見込額

解消可能資金不足額（B)　＝ 　累積償還・償却差額算定方式による算定額＋建設改良費等以外の経費の地方債現在高

事業の規模（C)　＝ 　資本に相当する額＋負債に相当する額

　累積償還・償却差額算定方式による　

解消可能資金不足額　＝ 　（累積元金償還額－累積減価償却費）×企業会計等の元利償還負担率

【資金の不足額（A）】 （単位：千円）

△ 1,513,876

△ 275,842

1,482,413

0

0

工業団地事業特別会計

資金不足比率　＝
資金の不足額（A）－解消可能資金不足額（B)（（A）が正の値の場合のみ）

事業の規模（C)

会　計　名
流動負債等＋建設改良費等以外の

経費の地方債現在高
または歳出額等

流動資産等
または歳入額等

会　計　名

資金不足比率

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

小水力発電事業特別会計

病院事業会計 2,028,417 546,004

小水力発電事業特別会計 52,489 52,489

資金不足額
（△資金剰余額）

（A）

水道事業会計 320,270 1,834,146

下水道事業会計 317,920 593,762

工業団地事業特別会計 58,017 58,017
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【解消可能資金不足額（B)】 （単位：千円）

1,349,660 745,773 603,887 132,753
（A)－（B)が負の値の場
合は「０」として扱う

【事業の規模（C）】 （単位：千円）

509,053

621,700

3,242,742

48,661

0

備考累積償還・償却
差額算定方式

建設改良費等
以外の経費の
地方債現在高

水道事業会計
（資金不足額が負の値のため算出不要）

下水道事業会計

会　計　名
解消可能

資金不足額
（B)

(A)　-　(B)

事業の規模

水道事業会計 509,053 0

下水道事業会計 621,700 0

病院事業会計

小水力発電事業特別会計 （資金不足額が０のため算出不要）

工業団地事業特別会計 （資金不足額が０のため算出不要）

会　計　名 営業収益等 受託工事収益等

工業団地事業特別会計 0 0

病院事業会計 3,242,742 0

小水力発電事業特別会計 48,661 0
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